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用語集

MHS事業 メンタルヘルスソリューション事業の略称
MWS事業 メディカルワークシフト事業の略称
MCS事業 メディカルキャリア支援事業の略称
DM事業 デジタルマーケティング事業の略称

CAGR 年平均成長率。複数年にわたる成長率から、１年あ
たりの幾何平均を求めたもの

PE出身者 プライベート・エクイティ・ファンド出身者の略称
イノベー
ター層

キャズム理論における分類。早期の採用者や技術志
向の消費者を指す

アーリー
アダプタ層

キャズム理論における分類。イノベーター層に次ぐ
層であり、市場での影響力を持つ消費者を指す

ENT
Enterpriseの略称。従業員1,000名以上かつメンタ
ルヘルスソリューション事業の売上高が月額20万円
以上 (見込を含む) の顧客 (グループ)

SMB
Small and Medium Businessの略称。メンタルヘル
スソリューション事業の売上高が月額20万円未満の
顧客

契約単価
ENT及びSMBの売上高 (スポットで発生した一過性
の収益は除く) を契約件数で除して算出。四半期毎 
(3月/6月/9月/12月) の各末日時点における集計

KPI Key Performance Indicatorの略称。経営上の目標
達成状況を判断するための客観的な指標

アップセル 顧客の単価を向上させる取り組み
コストリー
ダーシップ

競合他社よりも低いコストを実現することにより、
競争優位を確立すること

NRR

Net Revenue Retentionの略称。「産業医クラウ
ド」サービスにおける「売上継続率」を意味する。
2023年12月末時点において、12カ月前に契約が
あったグループについての12月末時点MRRを12カ
月前の12月末時点MRRで除して算出

MRR
Monthly Recurring Revenueの略称。毎月発生する
月額料金のみを集計しており、単発的に発生する収
益は対象外。四半期毎 (3月/6月/9月/12月) の各末
日時点における単月集計

ハンズオン
支援

経営課題を抱える企業に対し、専門家を派遣し、
様々なアドバイスやサポートをすること

PMI Post-merger integrationの略称。
M＆A実施後に行われる統合プロセスを指す

ニッチドミナ
ント戦略

特定の地域や市場に集中的にアプローチし、その地
域と市場で知名度アップと集客を図り、売上を上げ
ていくビジネス戦略

フロー収益 毎月の数値が流動的な収益
ストック収益 毎月固定で入ってくる収益

VC Venture Capitalの略称。未上場の新興企業や成長
企業に対し投資する投資会社やファンドのこと

キャッシュア
ロケーション

「営業キャッシュフロー＋ Debt Capacity(債務負
担能力)」を原資として、成長投資や株主還元に配
分する方針

キャピタルゲ
イン

債券や株式、不動産など資産価値の上昇による利益
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2024年12月期
業績予想について

4Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.
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2024年12月期通期業績予想サマリー

2023年12月期
通期実績

2024年12月期
通期業績予想

2023年12月期比
予想成長率

売上高 2,608百万円 5,816百万円 +123.0%

営業利益
(利益率%)

501百万円
(19.2%)

400百万円
(6.9%)

-20.2%

調整後営業利益1)（参考）
(利益率%) ー 810百万円

(13.9%)
ー

経常利益
(利益率%)

495百万円
(19.0%)

338百万円
(5.8%)

-31.8%

親会社株主に帰属
する当期純利益
(利益率%)

441百万円
(16.9%)

163百万円
(2.8%)

-63.1%

MHS事業の成長とグループインしたタスクフォース社が売上に寄与、トップ
ラインは大幅な成長を予想するが買収関連費用等で一時的な減益を見込む

1) 調整後営業利益については、タスクフォース社買収に関する費用及び、のれん代、第11回有償SO株式報酬費用について調整を行った金額
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738 1,089 1,519 
2,173 

2,921

2,546 

120 
247 

698 
370 

280 

88 
116 

70 
64 

68 

947 
1,453 

2,288 
2,608 

5,816

事業セグメント別売上高推移

セグメント別連結売上高推移 (百万円)

2020年12月期
(実績)

メディカルキャリア支援事業  (“MCS”事業)

デジタルマーケティング事業 (“DM”事業) 

メンタルヘルスソリューション事業(“MHS”事業) 

2022年12月期
(実績)

売上高
構成比%

1.2%

4.8%

50.2%

2021年12月期
(実績)

2024年12月期
(予想)

+53%

+14%

2023年12月期
(実績)

+57%

MHS事業の安定的な成長に加え、2024年3月からタスクフォース社の売上高が寄与
2024年12月期の連結売上高5,816百万円（前年対比+123％）と大幅な増収を見込む

1)連結売上高の前年同期比の推移

1)

1)

メディカルワークシフト事業(“MWS”事業) 

43.8%

DM事業 

MCS事業 

MWS事業 

MHS事業 

1)

+123%
1)

（2024年3月～12月
の10ヶ月累計）
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621

400

△88 

188

△129

△192 

第11回有償・ストックオプションの株式報酬費用の計上及びタスクフォース
（以下、TF社）の買収関連費用により一時的な営業減益を見込む。
来期以降はTF社買収に関連するワンタイム費用は発生しない

1) 2022年5月13日開示「募集新株予約権(有償ストック・オプション)の発行に関するお知らせ」に記載
2) のれん代については現時点における試算額、2024年度内にPPAを実施予定

既存事業
営業利益

TF社 
営業利益

第11回有償SO 1)

株式報酬費用

TF社
買収関連費用

（仲介手数料/DD費用他）

TF社
のれん代 2)

（2024年3月～12月
の10ヶ月累計）

営業利益

• 第11回有償・ストックオプション 1) 
株式報酬費用

連結売上高32億円を超過した場合に
行使可能、TF社買収により業績目標の
達成蓋然性が高まったためワンタイム
費用として2024年12月期第1四半期に
計上見込

• TF社買収関連費用
M&A仲介手数料、デューデリジェンス
費用等のワンタイム費用、2024年12月
期第1四半期に計上予定、以降に新た
な費用は発生しない見込

• TF社のれん償却 2)

広義のれんを20年償却した前提での暫
定的な会計処理による試算額、企業結
合後1年以内にPPAを実施、償却額が
最終的に確定するため、償却額は今後
変動する見込

2024年12月期 連結営業利益予想の分解

調整後連結営業利益

（2024年3月～12月
の10ヶ月累計）

成長加速化
に向けた人
材・マーケ
ティング関
連先行投資
を実行予定

連結営業利益イメージ(百万円)

810

連結営業利益
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MWS事業

売上高
成長率
約10％

営業
利益率
約10％

連結営業利益 調整後
連結営業利益

連結営業利益 連結営業利益

既存事業
約5億円

既存事業
約6.2億円

約4億円

TF社
約1.9億円

TF社
（MWS事業）

既存事業

のれん償却
約0.9億円

買収関連費用
約1.3億円

第11回有償SO
約1.9億円

ワンタイム費用等
(3.2億円)

(4.0億円)

10~15億円

2025年12月期連結営業利益のイメージ

タスクフォース社グループ化の意義

TF社の子会社化により、メディカル事業領域に参入。MHS事業に続く主力事
業として位置づけ、MHS事業とのダブル成長エンジンで、2025年12月期には
連結営業利益10-15億円1)を展望。中期的にMHS事業とのシナジーを見込む

2023年12月期
(実績)

2025年12月期
(イメージ)

2024年12月期
(予想)

下記指標を
達成目標とする

8.1億円

7.2億円

2024年12月期について
は、今後の更なる成長
実現に向けた 人材・
マーケティング投資を
織り込んでいる

1) 2025年12月期の連結営業利益水準については、2024年12月期計画の達成に加え以下の考え方に基づいて試算。
10億円「2025年12月期におけるMHS事業の売上高約36％成長、既存事業の連結営業利益率は2023年12月期水準（約19％）で推移し、MWS事業が売上高10％成長、
セグメント利益率10％を達成した場合」
15億円「2025年12月期のMHS事業は売上高約36％成長、既存事業の連結営業利益率は2023年12月期水準から約7％改善（約26％）し、MWS事業が売上高10％成
長、セグメント利益率10％達成を達成した場合」

1)
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2024年12月期 四半期毎の連結売上高/営業利益イメージ

第1四半期は第11回有償SOの費用計上、及びTF社買収関連費用により一時的な営業
赤字を想定、第2四半期以降の利益の積み上げにより、通期計画を達成する

2024年12月期
四半期(累計)の連結営業利益（イメージ）

• 2024年12月期第2四半期までは
有償ストックオプション 株式報酬費用の
計上、ストック型ビジネスであるTF社
への成長投資等により一時的な営業赤字
を見込む

• 2024年12月期第2四半期以降について
TF社買収関連のワンタイム費用は発生
しない為、TF社が売上及び利益に貢献
するフェーズとなる

2024年12月期
第1四半期

2024年12月期
第2四半期

2024年12月期
第3四半期

2024年12月期
第4四半期

将来への
成長投資

売上/利益の増加フェーズ
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中期経営計画
MHT100/20-25

11Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.



12Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.

2027年12月期に連結売上高100億円、営業利益20-25億円を達成目標とした
中期経営計画を策定。MHS事業を開始した2016年から2027年までの期間
においてCAGR1)約50％、収益逓増型のストック連結売上比率95％を実現

当社グループが目指す方向性

中期経営計画

連結売上高

100億円

連結営業利益

20-25億円

CAGR

約50%

ストック
連結売上比率

95%

逓増型ビジネスモデルに積極投資、更に安定した収益基盤を構築

1 ストック連結売上比率95％以上
(2023年12月期 約83％）

2 強固な収益逓増型モデルの追求

3 低チャーンレートビジネスへの
集中投資

2027年12月期 中期経営計画

1) CAGRについては、未監査の期間を含んで計算
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2,608 

5,816

10,000 

MHT100/20-25はオーガニックグロースのみを想定。アップサイドとして、
新事業領域及び既存事業関連のM&Aに加え、新たな事業機会を模索

中期経営計画「MHT100/20-25」概観

社会課題の解決
新たな事業機会

新事業領域への投資

事業領域拡大/周辺事業M&A

既存事業の成長投資
オーガニック＋同業他社M&A

中長期成長戦略と売上高目標
2016年1月
メンタルヘルスソリューション
事業を開始

2016年4月
メディカルキャリア支援
事業を開始

2022年3月
東京証券取引所マザーズへ上場

2022年11月
㈱明照会労働衛生コンサルタント
事務所の株式取得

2024年2月
㈱タスクフォースの
株式取得

CAGR
約50%

'16 '17 '18 '19 '20 '21 '22 '23 '24 '25 '26 '27

(百万円)

実績 予想 目標
1)オーガニックの成長のみを想定、M&Aは計画に含まない

1)

MHS事業
約57％

MWS事業
約39％
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MHS事業、MWS事業の2つの成長エンジンにより、Well-beingサービスの
リーディングカンパニーとしてのポジショニングを構築

当社グループの基本戦略

当社グループの基本方針

ニッチドミナント戦略

1

2 シームレスなバリューチェーンによるメン
タルヘルスケアの最適化を実現

トータルソリューション戦略
（コストリーダーシップと

差別化の両立）
MHS事業 MWS事業

1

競合他社が消極的な看護補助者から
BPaaSの付加価値サービスへ2

企業 大規模
病院

• 医師/医療従事者の過重労働
（精神疾患による自殺）

• エッセンシャルワーカーの不足
（短期離職の悪循環）

• 休職者/精神疾患者数の増加
（生産性低下）

• 少子高齢化による労働力不足
（人材獲得競争）

１⃣ 成長エンジン ２⃣ 成長エンジン

企業におけるメンタルヘルス対策につい
て、クラウドによる差別化、効率化及び
価格訴求力の高さを実現

東海エリアにおける競争優位性
（多くの特定機能病院・地域医療支援病院との取引実績）
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シームレスなバリューチェーンを構築。
社会復帰率の高いメンタルヘルスケアのトータルソリューションを実現

産業保健
メンタル

クリニック
支援

就労移行
支援 健康増進 産業保健

職場復帰診療メンタル
ヘルスケア 復職支援 体調管理

セーフティーネットの提供

IPO
産業医クラウドの提供

M&A含む新事業領域
アライアンス

As-Is

バリューチェーンを構築、社会復帰まで支援
To-Be

サービス成長の変遷（水平型アプローチ）

メンタルヘルスソリューション事業の目指す方向性
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医療機関

サービス成長のイメージ（水平展開×垂直展開の両軸）

現
状
の
サ
ー
ビ
ス

今
後
検
討

経営
陣

部門
長

現場

経営
企画

労働力不足

地域医療
構想

経営安定化

運営安定化

BPO (Business Process Outsourcing)

業務改善＋SaaS (Software as a Service)

経営支援

業務効率化

看護
補助

医療事務
受付/診療報酬

DX
（省人化サービス）

コンサルタント

業務請負
医療機関向け

人材サービス会社

医療機関向け
BPaaSプロバイダー

人材派遣医療
秘書

ニッチドミナント戦略で東海エリアで一定のポジショニングを獲得
今後、同サービスによる「他エリアでの水平展開」と上流の粗利の高いサービスに
展開する「経営層への垂直展開」の両軸が成長ドライバーとなる

メディカルワークシフト事業の目指す方向性
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ターゲット市場（Well-beingサービス）

MHS事業（メンタルヘルス領域）とMWS事業（メディカル領域）ともに、
クラウドサービスと業務プロセスの再構築を推進するターゲット市場の
BPaaSプロバイダーとしてのポジショニングを目指す

基本的なビジネスモデル

BPaaS(Business Process as a Service)
業務プロセスごと外部企業へ委託、SaaSを使ってDXを推進

BPO 
(Business Process Outsourcing)

一部業務の外部委託

SaaS
(Software as a Service)

クラウドサービス

産業医、保健師
健康管理スタッフ等

医療事務
看護助手等

ELPIS
クラウド型メンタルケア

今後サービス設計

業務
改善

メディカル
ワークシフト事業

メンタルヘルス
ソリューション事業

市場規模が
大きく

参入障壁が高い
法令による

規制を受ける
労働集約型で

DX化が
遅れている

専門的知見で
業務改善が
期待できる

１⃣ 成長エンジン

２⃣ 成長エンジン
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基本戦略

経営の基本方針は「フリー・キャッシュ・フローの最大化」
オーガニック、新規事業領域の他、積極的にM&Aを活用

フリー・キャッシュ・フローの最大化

中期戦略
高い売上高成長率の継続

（フリー・キャッシュ・フローの源泉の拡大）

長期方針
長期でのフリー・キャッシュ・フローの最大化

 メンタルヘルスサービス
 HR Tech
 Healthcare Tech

M&A / 新規事業MHS / MWS事業
契約単価顧客獲得

課題解決型運用
（マーケティング/
コンサル人材投資）

アップセル
(BPO/
SaaS）

成長
投資

ダブル成長エンジン
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M&A戦略

メンタルヘルス
領域 

(“MHS”)

従業員の心身の健康に資する
産業保健関連サービス

1

メディカル
領域 

(“MWS/MCS”)

医療機関、及び医療従事者の省
人化・生産性向上に資する

サービス

Healthcare 
Tech

（省人化）

人材関連
サービス

HR Tech
（人事・労務

関連サービス）

 医療機関向けの人材・転職サポートサービス等
MWS/MCS事業の強化に資する領域

 顧客アカウント・人材獲得、医師・看護師・医療事務
等のDB拡充やエージェント人材獲得など

 適性検査サービスや労務関連のBPOサービス等
MHS事業の強化に資する周辺領域

 顧客アカウントの獲得によるクロスセルの推進、
MHS事業との連携による顧客との関係深耕など

メンタルヘルス
関連サービス

 産業医関連サービス・ストレスチェック・
EAPサービス等MHS事業の強化に資する領域

 顧客アカウント・人材獲得による当社グループの
中核事業であるMHS事業の成長加速など

 医療機関の業務プロセス効率化や労働生産性向上
に資するサービス等MWS/MCS事業の周辺領域

 すでに築いている病院・クリニック等との
関係性を活用したクロスセルの推進など

2

A

B

C

D

M&Aを活用した
非連続な成長戦略

主な重点領域 主なM&A領域のイメージ / 投資仮説

PE出身者2名が主導。今後も積極的にPE、投資銀行経験者を採用。
MHS及びMWSの周辺領域の他、新領域のM&Aも検討
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日本医療のブランド力がある東南アジア進出を検討。
海外事業展開を視野にIFRS（国際会計基準）への移行を検討開始

海外における事業展開

長時間労働や生産工場等での有害物質取扱
労務管理やハラスメント防止策

東南アジアに生産拠点をもつ法人

日本の産業医サービ
ス、及びストレス
チェック

海外へ赴任する社員
及び家族の心身の
健康管理

日本企業と取引のある現地法人

医療機関と連携した
クリニック運営支援

先進国と同水準の医療ニーズ
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ビジョン及び
当社が認識している

社会課題

22Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.
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ウェルビーイングのスタンダードを創る

私たちが観ている「ウェルビーイング」の世界観の核心は、こうです。

「毎日、楽しくて仕方がない」という気持ちで目が覚める。
信頼できる職場で一日を過ごし、満ち足りた気持ちで家に帰る。
やる気に満ち溢れ、自らだけではなくチームを奮い立たせ、
そして、信じるビジョンを達成する。
こんな職場創りをしたいと考えています。

当社グループのビジョン
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当社グループのビジョン

ウェルビーイング実装ホールディングスカンパニー
社会課題をWell-beingサービス（BPaaS）により解決

To-Be 当社グループが目指すゴールAs-Is 顕在化している課題

BPaaSとワークシフトによる効率化
労働者が働きやすい信頼できる職場

少子高齢化・労働者不足
メンタルヘルスケアの重要性の高まり

MHS
事業

（メンタルヘルス）

MWS
事業

（メディカル）

 企業でのメンタルヘルスに起因
する休職者の増加

 労働力不足の顕在化

 医師を含む医療人材の不足
（労働集約による限界の顕在化）

 他業種に比べDX化が遅延

 メンタルヘルスケアの標準実装

 メディカル領域におけるワーク
シフト・DX化の実現

１⃣ 成長エンジン

２⃣ 成長エンジン
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実績値
（国勢調査等）

令和5年推計値
（日本の将来推計人口）

日本の人口は近年減少局面を迎えている。2050年代に総人口は1億人を割り、
2070年には9,000万人を割り込み、高齢化率は39％の水準になると推計されている

少子高齢化と日本の将来人口

出典： 2020年までの人口は総務省「国勢調査」、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

日本の人口の推移

2040年人口
11,284万人

2070年人口
8,700万人

2020年人口 12,615万人
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労働力不足、なかでも人手不足が深刻なエッセンシャルワーカー

出典：パーソル総合研究所、中央大学 「労働市場の未来推計 2030」

“2030年”、少し先の未来には644万人の人手不足に

少子高齢化 生産人口の減少 有効求人倍率
の上昇 働き方の変化 人材獲得競争 外国人労働者

の減少

労働需要 7,073万人

労働供給 6,429万人

6 4 4 万 人 の 人 手 不 足

1 5 歳 以 上
6 5 歳 未 満

旅館・
ホテル 飲食業 情報

サービス

医療・
介護業 ・・・

人手不足が深刻な業界

実質的に働き方改革の対象とならなかった結果、業務効率化が行われず、現場の
個々人の仕事量は増加。働く環境のホワイト化、その先にあるメンタルヘルス対策
は後回しになり、業界自体が負のループに陥る。結果的に、労働力不足が発生



27Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.

先進国ではメンタルヘルスの他、少子化に伴うヘルスケア課題が中心。
先進国化が進行中の東南アジア等は三大成人病と経済ステージにより課題が明確

経済発展とともに変化する医療問題、医療ニーズ

出典：平成26年度 「ベトナム・日本式健診センター事業報告書」経済産業省
（https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/iryou/downloadfiles/pdf/26fy_di.pdf）を加工して作成

経済発展の推移と医療ニーズの変化
経済発展
ステージ ステージ① ステージ② ステージ③ ステージ④ ステージ⑤ ステージ⑥ ステージ⑦

成熟期黎明期～安定期

医療の
課題

栄養失調系
感染症

感染症/公害
• HIV/肺炎
• 交通事故

生活習慣病系
• 糖尿病
• 心筋梗塞

壮年期蓄積系
• 肺がん
• 胃がん

ストレス系
• うつ
• 統合失調症

高齢者難病系
• アルツハイマー
• 変形性関節炎

少子高齢化に
おける現役世代の
医療関連問題

求められる
医療政策
（例）

医療環境/治療の改善

 病院/病床数の確保
 医療衛生面の改善
 ワクチン/治療薬の普及

 高度な検査
（MRI、CT、内視鏡等）

 健康診断/定期健診の充実
 継続的なモニタリング

（心電計、血圧計）
 心血管系治療の普及

（カテーテル）

予防・早期発見 予防・早期発見

 精神病に対する認知・対策
 新薬に関わる研究開発
 ターミナルケアの仕組み

不妊治療、親や親族
の介護、発達障害

少子高齢化などが
もたらす前の世代
には認識しづらい
医療的問題の増加

現役世代のウェル
ビーイングの阻害
要因になっている

デジタルヘルス、公衆衛生（産業衛生）などのニーズも拡大

(平均寿命)

(1人当たりGDP(USD)：対数表示)
ネパール

バングラデシュ

パキスタン

インド

ベトナム

フィリピン
インドネシア

タイ
中国

マレーシア

韓国

イタリア
日本

フランス
ドイツ

カナダ

イギリス

オーストラリア
シンガポール

アメリカ
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働き方改革が遅延した業界及び事実上働き方改革外の業界では、労働力不足が
加速中。エッセンシャルワーカーのウェルビーイングは国の課題と認識

社会問題がもたらすウェルビーイング的な課題 ①

労働環境のホワイト化

医療/介護
約906万人（13.4%）

保育士
約42万人（0.6%）

公務員
約251万人（3.7%）

労働者 約6,768万人の内
法改正のみでは労働環境改善が難しいエッセンシャルワーカーのホワイト化は大きな課題

③ 独自に進める業界
2019年2月～
国家/地方公務員
(約251万人)

① 進み始めた業界
2019年4月～
大企業
中小企業

② 今後進み始める業界
2024年4月～
医師 (約34万人)
運輸業 (約137万人)
建設業 (約252万人)

出典：令和2(2020)年医師・歯科医師・薬剤師統計の概況、令和4年社会福祉施設等調査の概況常勤換算従事者数
令和4(2022)年労働力調査基本集計全都道府県産業,職業別就業者数
令和3年(2021)年地方公共団体定員管理調査結果の概要

約1,200万人のウェルビーイングが
置き去りとなっている

労働基準法・労働安全衛生法 国家公務員法、地方公務員法など

内地方公務員
教育部門 約106万人
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少子高齢化における現役世代のウェルビーイングへの新規課題は増加
社会問題がもたらすウェルビーイング的な課題 ②

少子高齢化などがもたらす前の世代には認識されづらい医療的問題の増加
現役世代のウェルビーイングの阻害要因になっている

不妊治療 親や親族の介護 発達障害
【ASD】
自閉スペクトラム症
・社会性・対人関係の障害
・コミュニケーション障害
・こだわりの障害
（アスペルガー症候群、自閉症など）

【ADHD】
注意欠如・多動性障害
・集中できない
・不注意・ミスが多い
・衝動的な行動をとる

【SLD】
学習障害
読む、書く、計算などが
知的発達に比べて著しく難しい

会社を辞めて、
介護に専念する
場合も…
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労働力不足対策

労働力不足…600万人以上の不足が生じ、慢性的な人手不足状態に
社会問題がもたらすウェルビーイング的な課題 ③

若年層の採用、育成、定着、パフォーマンス発揮

採用 育成・評価 パフォーマンス
発揮

※ソフトウェアの活用の差で生産性が10倍、100倍と差が出る

世代間コミュニケーションギャップが引き起こす無意識のハラスメント

世代間の働くことに対する意識の変化

シニア層のリスキリング ⇒ ソフトウェア教育

求められるマネジメントの高度化によるマネージャー不足

現場と経営陣の埋まらない意識ギャップ ⇒ 不本意な離職が発生し、負のループに陥る
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メンタルヘルスソリューション事業

①市場環境
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メンタルヘルスソリューション事業を取り巻く事業環境

全てが「ホワイト化」していく
企業が対応を求められる“ホワイト化”の例

SDGs メンタルヘルスケア ESG

育児・介護 男女格差是正 LGBTQ
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世界規模でもメンタルヘルスケアは重要課題でありコロナ禍により深刻化

• 対2000年: +25%

• 総人口比: 13%(8人に1人)

• 9億7,000万人のうち、
3億100万人（31.0%）が不安障害
2億8,000万人（28.9%）がうつ病

2019年

9億
7,000万人

世界の精神障害 有病数1)

コロナ禍により2020年にうつ病性障害患者が5,300万人超(＋28%)、
不安障害患者が7,600万人超増加(+26%)

メンタルヘルスソリューション事業を取り巻く事業環境

出典：WHO “World mental health report” （2022年6月）
1)この推定には統合失調症、うつ病性障害（気分変調症を含む）、不安障害、双極性障害、自閉症スペクトラム障害、注意欠陥/多動性障害、
行為障害、特発性発達性知的障害、摂食障害、その他の精神障害を抱えて⽣きる人々を含む
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137

248

38673

79

88

23

70

101

26

22

42

258

419

615

メンタルヘルスソリューション事業を取り巻く事業環境

多すぎる仕事
の量と責任

情報流通量の
増加による
脳の疲弊

ネット依存に
よる意思疎通

の低下
業務内容の
変化の速さ

国内の精神疾患 総患者数

テレワーク等
の働き方の

変化
職場での

ハラスメント

出典：厚生労働省「令和2年患者調査 (傷病分類編)」(2022年6月30日)参照
1) 気分(感情)障害(躁うつ病を含む)、神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害、その他の精神及び行動の障害

2002年から2017年の15年間で258万人から419万人に増加 (約1.6倍)。
2017年から2020年の3年間で615万人 (約1.5倍) に急増しておりコロナ禍での急激な
環境変化が「心の健康」に大きな影響を与えているものと推察

2002年

気分障害／
神経症性
障害、等1)

てんかん

認知症

統合失調症

約1.6倍

約1.5倍

2017年 2020年

(総人口の約5%)



36Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.

行政は、企業に対して産業医・産業保健機能の強化など規制強化を図る
厚生労働省は、過労死防止法において3職種の規制徹底などの素案を提示

2011年
精神疾患が地域医療
の基本方針となる
医療計画の5大疾病に

2015年
ストレスチェック
制度を義務化

健康経営銘柄を発表

2024年
3職種（医師、建設、運輸業）
における働き方改革関連法施行
の適用

2019年
大企業における
働き方改革関連法施行による
産業医・産業保健機能の強化

2017年
健康経営優良法人認定
制度の認定開始

2020年
パワハラ相談窓口設置の義務化
（中小企業2022年より）

中小企業における
働き方改革関連法施行による
産業医・産業保健機能の強化

働き方改革／健康経営に関する規制

メンタルヘルスソリューション事業を取り巻く事業環境

医師：約34万人1)

建設業：約252万人2)

運輸業・郵便業：約137万人2)

1)出典：令和2(2020)年医師・歯科医師・薬剤師統計の概況
2)出典：令和4(2022)年労働力調査基本集計全都道府県 産業,職業別就業者数
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国内における潜在市場規模は5,000億円以上を見込む

• メンタルヘルスケアの
深刻化

• 行政による規制強化

（国内）企業向けメンタルヘルスケアの潜在市場規模

経
営
者
管
掌

人
事
・
現
場
管
掌

低付加価値 高付加価値

課題解決型運用市場1)

約3,500億円

形式運用市場2)

約2,000億円

計5,000億円
以上

企業向けメンタルヘルスソリューションの市場規模

1) 課題解決型運用市場: 従業員50人以上の事業場の労働者2,200万人の5%を2ヶ月に1回／単価5万円でフォローする前提で試算
2) 形式運用市場: 従業員50人以上の事業場 約16.2万拠点を対象。メンタルヘルスケアサービスへの支出額を月額10万円と仮定
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0.5%

0.8% 0.8%

1.2%

メンタルヘルスソリューション事業の市場環境

出典：厚生労働省 令和4年「労働安全衛生調査（実態調査）」の概況、及び令和2年「労働安全衛生調査（実態調査）」の概況を基に作成
連続1ヵ月以上休業・退職した労働者数の割合

メンタルヘルス不調により休業・退職した労働者の割合は、この数年でも大きく増加

増加傾向にある休業・退職した労働者の割合

約1.5倍～1.6倍

2020年 2022年

1,000人以上の事業所全体
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メンタルヘルスソリューション事業の注力ターゲット

課題解決型運用へのニーズがより強い大企業向けに注力

従業員規模別企業数

出典：総務省・経済産業省「令和3年経済センサス－活動調査（企業等に関する集計 産業横断的集計）（2023年6月27日）

ニーズ

• 形式運用から課題解決型運用へ
• 産業医の質の向上、コスト
最適化からスタート

• コスト最適化後は、グループ
全体での集約／共有
（シェアードサービス化）

訴求価値

• クラウド化による差別化と合理化

• 独自評価基準に基づく評価／教育
による産業医の質の高さ、差別化
商材の多様性

基本戦略

約168万社

50,410社

33,831社

11,075社

3,269社

569社 5,000人～

1,000～4,999人

300～999人

100～299人

50～99人

1～49人

当社グループ
契約社数の
カバー率
3.3%

当社グループ
契約社数の
カバー率
1.7%
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メンタルヘルスソリューション事業

②ビジネスモデル
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シームレスなバリューチェーンを構築。
社会復帰率の高いメンタルヘルスケアのトータルソリューションを実現

産業保健
メンタル

クリニック
支援

就労移行
支援 健康増進 産業保健

職場復帰診療メンタル
ヘルスケア 復職支援 体調管理

セーフティーネットの提供

IPO
産業医クラウドの提供

M&A含む新事業領域
アライアンス

As-Is

バリューチェーンを構築、社会復帰まで支援
To-Be

サービス成長の変遷（水平型アプローチ）

メンタルヘルスソリューション事業の概要
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BPO (Business Process Outsourcing)
業務の一部を外部企業へ委託するアウトソーシングの一種

SaaS (Software as a Service)
インターネット経由でクラウド上のソフトウェアを利用するサービス

産業保健分野のBPaaSプロバイダー
役務提供サービス (産業医業務) と労働者の心身の健康管理に関する
各種クラウド型サービスをパッケージ化して企業向けに提供

(月額33,000円から)

役務提供サービス
オンライン型・オフライン型
・産業医
・保健師/看護師
・健康管理スタッフ 業務プロセス改善/管理

・コンサルタント

BPaaS(Business Process as a Service)
業務プロセスごと外部企業へ委託、SaaSを使ってDXを推進

BPO (Business Process Outsourcing)
一部業務の外部委託

SaaS (Software as a Service)
クラウドサービス

メンタルヘルスソリューション事業の概要（産業保健）
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当社が提供する企業向けメンタルヘルス対策の全体像

再休職する
人を減らす

休職する
人を減らす

０次予防

1次予防

2次予防

3次予防

医療専門職を中心とした従業員への支援
マネジメント機能の支援

（メンタルヘルス対策に強い
産業医+コンサルタント）

自身のストレスへの気付きと対処
（病気にならない様に）

自分の体質を知って取り組む
健康づくり（根源的な対策）

早期発見、早期対処
（病気がひどくなる前に）

休復職の運用・再発防止
（病気が再発・悪化しない様に）

休職・復職の
仕組設計及び運用 マネジメント機能

PDCAサイクル実行
定例会開催

（進捗状況等の報告）

アンケート結果、
実地調査等からの分析

①予防から再発防止までの包括的な仕組を組織内に構築、
中期的にメンタルヘルス不調者を全国平均水準まで低減することが目標

②プロジェクトマネジメント機能を組織内に新設し、
PDCAサイクル（課題抽出、改善計画立案、改善策提示、改善実行）を回す

③セルフチェック/アンケート/現場の実地調査等から、
課題の仮説設計、仮説に対する対応策を提示

相談体制
構築

教育研修

① ②

③
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「産業医クラウド」の導入イメージ

「産業医クラウド」は産業医等による役務提供とクラウドサービスで構成。
顧客企業の抱える課題に応じて、必要なサービスを予算に併せて導入可能

人事・労務
BPO

産業医

保健師

必要なクラウドを必要な分だけ組み合わせ可能
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2023年12月末時点において2,000社以上にサービス提供中

産業医クラウド導入実績

1) 2023年12月末時点、明照会含む
2) 五十音順

導入社数

2,000以上1)

導入事業場数

14,000以上1)

導入事例 (一部) 2)

神戸市 千葉市 那覇市

＜教育委員会＞
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時間

導入企業数

企業向けメンタルヘルスケアの普及フェーズ（イメージ）

企業向けメンタルヘルス対策の動向

上場時

先駆的な企業における導入
• 当社が上場した当時、メンタルヘルスケアに

対する課題解決型運用は、従業員のメンタル
ヘルスケア／健康問題の解決に積極的な一部
の企業が先駆的に導入（大企業中心）

⇒ イノベーター層が顧客の中心

より幅広い企業への展開
• 企業におけるメンタルヘルス問題の顕在化が

顕著になり、マーケットが拡大。従業員のメ
ンタルヘルス対策の重要性が高まり、課題解
決型運用に対するニーズが拡大

⇒ アーリーアダプタ層へ顧客群が拡大

現在

メンタルヘルスケア/健康問題の解決に積極的な企業層が、イノベーター層から
アーリーアダプタ層に移行し始めている
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“コストリーダーシップ”と”差別化”によるトータルソリューション戦略で顧客便益を
高めて競争優位を確立

コスト最適化
＆

メンタルヘルスを中心とした課題解決

顧客の便益

• コスト削減/固定費の変動費化1 産業医業務のクラウド化による
価格訴求力の高さ

2 産業医の質の高さと質を担保する仕組み

3 差別化商材の多様性
(産業医業務のクラウド化を担うELPISシリーズ)

当社サービスの特長(競合に対する優位性)

• メンタルヘルスによる休職問題の解決

• データ活用による課題の早期発見/
従業員への提案力向上

コストリーダーシップ
&

差別化

メンタルヘルスソリューション事業の強み
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顧客予算/要望に柔軟に応じた提案により、大企業から中小企業まで幅広くカバー
(顧客要望の例：初めて産業医を選定、多店舗/多事業場/子会社対応、健康管理室2)の準備)

クラウド提供でのコスト抑制により収益力を毀損せず高い価格訴求力を実現

コストリーダーシップ：産業医業務のクラウド化による価格訴求力の高さ1

1) 顧客の支払額: 1,000人規模の組織での導入時の一例
2) 健康管理室: 社員の健康管理業務全般を担う機能

顧客の支払額(エンタープライズ向け)1)

1,480万円/年

3,280万円/年

当社 従来型サービス

△55%

競争力の源泉

コスト抑制の仕組み
• 産業医業務のクラウド化による

コスト負担削減と課題解決に
掛かる費用削減

• 産業医等を雇用から委任(役務
提供)による時間単位での提供に
スイッチ。固定費から変動費へ

BPaaSによる業務効率化
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産業医の選定1)

2

独自評価基準により厳選された良質な産業医により高品質なサービスを提供

差別化：産業医の質の高さと質を担保する仕組み

1) 医師データベース：2023年12月末時点、資本業務提先の杏林舍と共同運営しているKaLibと当社グループの医師求職データベースの合計人数
(日医Libは除く)。 なお日本医師会が認定する日医認定産業医の人数は約10万人。日医on-line 日医ニュース (2019年2月20日) 参照

医師
データベース
6.95万人

産業医登録
1,739人

稼働医
415人

厳選された産業医

1%未満

競争力の源泉

独自評価基準による産業医
の評価/品質向上
• スキル/人格評価に基づく採点
• スコアに基づき産業医のコア・

コンピタンスを強化する研修
• 企業の声の定期的なフィード

バック

医師の評価/稼働実績等のデータの蓄積により、
課題解決力に長けた産業医の選別の精度アップや品質向上の効率化を図っていく

+1,500人

+112人

+35人

増減数
(2022年12月比)
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産業医の教育や繋ぎ止めを図る施策により、競争優位を持続させる

教育による品質の維持/向上

2 差別化：産業医の質の高さと質を担保する仕組み

有能な産業医の繋ぎ止め

収益向上の機会提供

• 業務の標準化や、保健師による
業務サポート

• 1件当たりの業務負荷軽減の結果
としての、収益向上の機会獲得

リワードプログラムの展開

• 産業医個人の労務・税務関連も
サポート

豊富な経験を有する顧問監修による
能力定義/研修の定期開催

当社が定める産業医に必要な能力

1. 産業医・産業保健師としての心得
2. 「復職支援」対応
3. 「精神医学の知識と技術」の取得
4. 面談スキルの向上
5. 良質な安全衛生委員会・社内研修の

かかわり方
6. 「健康経営の実践」を提案・協働の方法
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企業向けの多様なメンタルヘルスケアサービスをクラウドで提供

3 差別化：差別化商材の多様性(産業医業務のクラウド化を担うELPISシリーズ)

• ELPIS-ケアーズLite
精神科医、小児科医、心療内科医によるメール
カウンセリング

• ELPIS-ハラスメントホットライン
人事労務専門の社労士へのメール相談窓口

• ELPIS-ストレスチェック
労働安全衛生法に基づく、労働者の心理的な
負担の程度を把握するための検査ツール

• ELPIS-メンタルクラウド
精神科医師によるオンライン産業医面談

• ELPIS-健康要約チャンネル
ヘルスリテラシー向上を目的としたアニメー
ション動画の配信

• ELPIS-健診クラウド
定期健康診断のデータ管理サービス

主要なサービス
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3 差別化：課題解決型のクラウドサービス（産業医業務のクラウド化を担うELPISシリーズ）

コロナ禍を契機に産業医業務のオンライン対応ニーズにクラウド化で応える

1) 産業医は衛生委員会にオンラインで参加。会社として留意すべきリスク対策や従業員の健康施策はELPISで対応

“ELPISシリーズ”は産業医業務の大部分が置換可能
産業医の主要業務 業務

負荷
主に産業医に
限定された業務

1 衛生委員会の準備と実施1) 中

2 ストレスチェックの実施 大
3 各種面談（高ストレス者対応、復職面談、長時間労働面談等） 中 ◎
4 健康相談（各種カウンセリング） 中

5 健康診断の就業判定業務の効率化 大
6 健康診断に基づく就業判定 小 ◎
7 健康診断後の保健指導等の事後措置 大
8 最低2ヶ月1回の職場巡視 小 ◎
9 健康経営関連のヘルスリテラシー向上の研修等 大
9-1健康経営関連のヘルスリテラシー向上の研修等－セルフケア/ラインケア 大
9-2健康経営関連のヘルスリテラシー向上の研修等－ハラスメント関連 大
9-3健康経営関連のヘルスリテラシー向上の研修等－女性の健康等 大
9-4健康経営関連のヘルスリテラシー向上の研修等－予防医学関連 大
10 外部相談窓口（精神科、心療内科） 中

11 健康経営推進コンサルティング 大
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成長戦略(メンタルヘルスソリューション事業)

売上高の最大化

ENT向け
サービス

SMB向け
サービス

契約グループ
数の拡大

契約グループ数
当たりの
売上拡大

契約社数の拡大

契約社当たりの
売上拡大

さらなる成長に向けた投資

• コンサルタント採用強化と
課題解決型営業の強化

• 産業医の独自評価運用の厳格化
によるサービス品質の向上

• 保健師/健康管理スタッフ採用
と健康管理室業務の受注拡大

• クラウドサービスの更なる拡充と
利便性の向上

引き続き課題解決型運用に対するニーズがより強いENT向けを中心に、
価格だけでなく産業医の質の高さや差別化商材の訴求により開拓を強化

将来的な取引拡大に向けた下地作り
• コストリーダーシップ/差別化戦略

による新規顧客の囲い込み
• クロスセル/アップセルによる契約単

価向上施策

4
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産業医クラウド（本社以外の事業場）

サービスのENT向け導入ステップと契約単価（例）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
導入初期 運用開始期 拡大期／安定運用期

経過期間（ヶ月）
導入ステップ

10~50万円/月

実施内容

提供
サービス

• 課題解決の実行
• コスト最適化

• 課題解決の洗い出し
• コスト最適化の提案

• グループ全体の課題解決の実行

産業医クラウド（本社）

ELPISシリーズ（一部導入） ELPISシリーズ（基幹サービス複数導入）

50~200万円/月

300~500万円/月

2023年12月期
第4四半期

ENT平均契約単価

76.1万円/月

ENTの導入初期は、小規模スタートが一般的。本格的な運用が開始されるとNRRが
伸長していく。2023年末時点において、「拡大期/安定運用期」にあるENTは、まだ
多くなく、ENTの大きな単価上昇余地を見込む

成長戦略（※明照会労働衛生コンサルタント事務所の数値を除く）4
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150.4%
165.3% 154.8% 154.9% 160.0%

139.4% 142.8% 144.4% 136.2% 137.7% 136.6% 128.4% 128.9% 124.7% 125.9% 127.9%

13 14 17 19 21 29 30 34 41 42 44 51 56 60 65 68 75 78 84 91 

19 22 23 25 27 
31 31 33 

35 41 44 
46 48 54 55 57 

59 64 67 
69 

32 36 40 44 48 
60 61 67 

76 83 88 
97 104 

114 120 125 
134 

143 
151 160 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

2019年12月期 2020年12月期 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期

過去5期間はコロナ禍という難しい期間があったものの、MRRは5年で5倍の
成長を遂げた

主要KPI （※明照会労働衛生コンサルタント事務所の数値を除く）

メンタルヘルスソリューション事業 四半期別 MRR推移 (百万円)

対前年同四半期比
Total MRR増減率

SMB ENT

5年で約５倍
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主要KPI （※明照会労働衛生コンサルタント事務所の数値を除く）

契約単価
(千円/社)

メンタルヘルスソリューション事業 ENT向け契約社数/契約単価推移 (月当たり)
契約社数

(グループ)

33 
41 

49 

66 
76 

86 
96 

103 
108 

118 
125 

404 
364 

417 
451 

484 
522 

556 
605 

662 
699 708 

761 

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

5年で約 4 倍 5年で約 2 倍

新規顧客獲得 アップセル

ENTの成長ドライバーは契約社数×単価。
5年間で契約社数（4倍）×単価（2倍）＝8倍の成長を実現
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0.0%
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0.0% 0.0%
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0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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顧客の解約率も低位で推移

ENT

SMB

解約率の推移

主要KPI （※明照会労働衛生コンサルタント事務所の数値を除く）

2020年12月期 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期
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ENT向けメンタルヘルスケアにおける当社グループのポジショニング

競合との競争環境について（ポジショニング）

上場 A社

上場 B社

未上場 C社

医師会紹介
産業医

一部の独立した
個人の産業医

課題解決型
運用形式運用

アナログ

クラウド

企業が雇用している
専属産業医

コストリーダーシップと差別化による優位性を保ちながら、クラウドを活用した
課題解決型運用のトータルソリューションを提供する唯一のプレイヤー
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BPaaSによるメンタルクリニックの経営支援事業。2023年サービスローンチ、
現在は複数クリニックを支援中。新規事業領域として収益化に一定の目途

産業保健
メンタル

クリニック
支援

就労移行
支援 健康増進 産業保健

職場復帰診療メンタル
ヘルスケア 復職支援 体調管理

セーフティーネットの提供

IPO
産業医クラウドの提供

M&A含む新事業領域
アライアンス

As-Is

バリューチェーンを構築、社会復帰まで支援
To-Be

サービス成長の変遷（水平型アプローチ）

メンタルヘルスソリューション事業の概要（メンタルクリニック支援事業）
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クリニック経営の上流工程に深く関わり、コーポレート機能の共通化を含め
た最適な運用をBPaaSで支援。運営を外部に任せることで、医師が診療に専
念できる環境を提供

経 営 者 の 右 腕 と し て 規 模 拡 大 を 目 指 す

理事長

診療
部門

採
用

人事

面
接

広
報

医事

運営

経
理

総
務

• 経 営 ノ ウ ハ ウ 欠 如
• 経 営 企 画 機 能 の 欠 如
• 日 常 の 業 務 運 営 負 担

理事長

一般的なメンタルクリニック パートナーシップ構築後

診療＋運営 診療に専念

経営企画
事務長代行事務長

受
付

請
求

• 経 営 方 針 策 定 支 援
• 専 門 人 材 の ハ ン ズ オ ン 支 援
• B P a a S に よ る 運 営 効 率 化

診療
部門 BPO

運営

SaaS

プロセス改善

メンタルヘルスソリューション事業の概要（メンタルクリニック支援事業）
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クリニック経営の新たな事業モデルの黎明期、診療科ごとに経営ノウハウが
異なるため、類似企業間でも参入障壁は高い

サービス

経営
支援

マーケティング
DX化支援

人事・採用
支援

事務部門
支援

クリニック開設
支援

M&A・PMI
支援

内容

事務長機能のサポート
/ 経営方針の作成支援

SEO / SMO、
集患施策・ＩＴ導入等

医師/看護師/事務職等
採用代行業務

診療報酬請求
受付業務受託

物件選定、内装・什器
手配、事務手続サポート

買収候補先のソーシング、
買収後の事業統合支援

当社

○

○

○

○

○

○

類似企業
A社

特色 得意とする診療科/業務等 心療内科 訪問診療 循環器
整形外科

B社
健診

センター

C社

企業の支援により、診療と運営の
役割を分離した形態のクリニック
経営が増加傾向

支援企業が保有するノウハウに
依存するため得意診療科は異なる
・集患方法
・医師マネジメント
・クリニック開業戦略

メンタルヘルスソリューション事業の概要（メンタルクリニック支援事業）
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メディカルワークシフト事業

①市場環境
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医師の自殺者数と働き方改革

医療現場は医師の長時間労働により支え
られており、医療ニーズの変化や医療の
高度化、少子化による労働力の減少によ
り、医師に対する負荷は今後も更に増加
する予想

地域医療提供体制の改革や、各医療職の
専門性を活かし、質の高い医療を提供す
るタスクシフト/シェアの推進と併せ
て、医療機関は医師の働き方改革への積
極的な取組が必要あり

健康問題と勤務問題に起因する自殺者は55名
健康問題の内、精神疾患(うつ、統合失調症等)が原因の自殺は23名

出典：厚生労働省 自殺の状況：令和4年の状況

時間外・休日労働時間が過労死ライン960時間を超過している
医師の割合はR４調査で21.2%と依然高水準

出典：厚労省 第3回 医師等医療機関職員の働き方改革推進本部 資料1

時間外・休日労働時間
年1,920時間換算

医師の
原因・動機別

自殺者数
令和4年

（N＝71）

週労働時間区分と割合
＜病院・勤務医＞

過労死ライン

21.2%時間外・休日労働時間
年960時間換算

メディカルワークシフト事業を取り巻く事業環境
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2019年より医師の働き方改革を見据えて、先進的な医療機関と連携、医療職
のメンタルヘルスケアを推進。蓄積した医療職向けカウンセリングノウハウ
を他医療機関へ展開しようと試みるも時期尚早でスケールせず。MWS事業を
タッチポイントに医療機関へ再アプローチ

メンタルヘルス対策 現場の働き方改革
恵寿総合病院1)との取り組み タスク・シフト/シェアの推進

1) 社会医療法人財団董仙会恵寿総合病院
所在地：石川県七尾市、理事長：神野正博、病床数：426床

• 医療職向けメンタルヘルスケア
オンラインカウンセリング（産業医）
けいじゅこころの相談室（電話相談サービス）

• 医師、看護師、事務職の業務負担軽減
看護補助者、医療秘書（クラーク）、医療事務

医師の面接指導が義務化

水準 年の上限時間
面接指導 休息時間

の確保

追加的健康確保措置

一般則 （原則）360時間
（例外）720時間 － －

A水準

連携
B水準

B水準
C-1水準
C-2水準

勤
務
医
の
上
限
規
制

960時間

1,860時間
（各院では960時間）

1,860時間

義務

努力義務

義務

医師の
健康確保

＜面接指導＞健康状態について、研修を受けた医師がチェック
＜休息時間の確保＞勤務間インターバル規制と代償休息の確保

事務職の活用による負担軽減

医師 看護
師

看護
補助者

医療
秘書

特定
行為

資格不要
業務

カルテ
記載等

医療
事務

事務
職

受付、会計、
診療報酬請求

秘書
業務

メディカルワークシフト事業を取り巻く事業環境
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医師からのタスクシフトの受け皿として、看護師/看護助手/看護補助者の需要が拡大。
医療の質の向上と効率化を企図した看護補助者への期待は高まるも、医療機関におけ
る採用は困難であり、直接雇用での人材供給は追いついていない。需給ギャップが生
じており、今後は課題解決に向けた外部人材サービスのニーズ拡大を見込む

看護補助者に関わるマクロ環境

看護補助者数の推移1)

1) 出典：公益社団法人日本看護協会
2021年度改訂版 看護チームにおける看護師・准看護師及び看護補助者の業務のあり方に関するガイドライン及び活用ガイド

2) 出典：厚生労働科研「看護師と看護補助者の協働の推進に向けた実態調査研究」

医療機関による直接雇用
が９割超を占める中で看
護補助者の総数は減少。
今後は外部人材サービス
の積極活用が見込まれる

看護補助者の雇用状況2)

232 240 

220 192 

2011年 2014年 2017年 2020年

2.2%

1.1%

-2.8% -4.4%

看護補助者数(千人)

年平均成長率

直接雇用
92.6%

人材サービス事業者への外注
7.4%
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メディカルワークシフト事業

②ビジネスモデル
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大規模急性病院
80%

その他一般病院
16%

企業、他, 
4%

東海
 63%

関東
22%

関西
 15%

メディカルワークシフト事業の概要

取引医療機関の属性

病床数 883床

病床数 806床

病床数 602床

売上高に占める
医療機関の割合：96％

職種別全体に占める
愛知県の割合：50％

売上構成比

顧客属性別

病床数 900床

大病院（特定機能病院・地域医療支援病院）
 契約医療機関数：51
 1医療機関月次平均売上高：約360万円/月

中小病院（その他医療機関）
 契約医療機関数：30
 1医療機関月次平均売上高：約120万円/月
※契約医療機関数、及び1医療機関月次平均売上高については、 

2024年1月末時点の直近12か月におけるデータから集計

看護補助者
 60%

その他
 40%

これまでのニッチドミナント戦略により東海エリアの大規模病院が主要クライアント。 
今後は、水平展開により東海・関西エリアにおける取引先の拡大を目指す。
東海エリアのみでも、依然として需給ギャップは解消されておらず、商機は多数存在
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医療機関

垂直展開は高付加価値サービスを展開見込み

現
状
の
サ
ー
ビ
ス

今
後
推
進

経営
陣

部門
長

現場

経営
企画

労働力不足

地域医療
構想

経営安定化

運営安定化

BPO (Business Process Outsourcing)

業務改善＋SaaS (Software as a Service)

経営支援

業務効率化

看護
補助

医療事務
受付/診療報酬

DX
（省人化サービス）

コンサルタント

業務請負
医療機関向け

人材サービス会社

医療機関向け
BPaaSプロバイダー

人材派遣医療
秘書

メディカルワークシフト事業の概要

ニッチドミナント戦略の他、一病院あたりの利益率改善を目的に上流工程からの
経営支援を開始予定。サービス実現のために、医療機関の経営改善についてのナレッ
ジを有するプロフェッショナル人材を採用済み
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優れた業務改善提案力・組織力を背景に、特に愛知県の大規模急性期病院向
け看護補助者領域においては30%超（当社推計）の高い市場シェアを獲得

課題解決型の業務改善提案力
医療機関の現場業務に対する深い理解を背景
とした現場の生産性向上に資する改善提案

持続的に質の高いサービスを供給できる組織力
徹底的な現場管理による顧客キーパーソンの
グリップ→大口受注へと拡大

派遣スタッフは長期間安定的に定着

1

2

大規模急性期病院における高い市場シェア

特に愛知県の大規模急性期病院における看護
補助者領域においては30%超のシェアを誇る
（当社推計）

メディカルワークシフト事業の概要

TF社の競争優位性 今後の更なる成長に向けた投資

戦略的マーケティング機能強化に伴う
人材調達力の強化：MHT
グループのマーケティングエキスパート
人材のチーム参画

経営組織力の強化：医療における専門性、
企業経営ノウハウを有するプロフェッ
ショナルの招聘

特に関東・関西地域における大規模医療
機関の新規開拓

東海地域における更なる市場シェアの
拡大
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看護補助者領域において、大規模案件を面で押さえられるユニークな市場
ポジショニングを確立。既存顧客に対する手厚いフォローアップにより、
リピート・追加案件を重視した高付加価値ビジネスモデルを展開

競合との競争環境について（ポジショニング）

看護補助者人材サービスにおけるタスクフォース社のポジショニング

中小病院～
介護系

顧客課題
解決型

大規模・
急性期病院系

人材派遣型

縦軸：顧客の類型
横軸：顧客へ提供する価値の志向性 タスクフォース社

A社

大手総合系・
医療介護系
派遣プレイヤー群

大規模病院中心だが、
小規模病院の顧客も
（中規模は少ない）
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企業情報

73Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.
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企業情報

会社名

本社所在地

設立年月

代表取締役

資本金

事業内容

従業員数

関連会社

株式会社メンタルヘルステクノロジーズ

東京都港区赤坂3-16-11 東海赤坂ビル4階

2011年3月

刀禰 真之介

540,269千円 (2023年12月末時点)

メンタルヘルスソリューション事業
メディカルワークシフト事業
メディカルキャリア支援事業
デジタルマーケティング事業

92名 (連結、取締役、アルバイト等を除く。但し、役員兼務従業員は含む。2023年12月末時点)

株式会社Avenir、株式会社ヘルスケアDX
株式会社明照会労働衛生コンサルタント事務所（2022年12月買収）
株式会社タスクフォース（2024年2月買収）
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当社グループの経営体制

100% 100% 100%

2022年12月MHTグループ入り。
東海エリア中心に大手企業へ
も産業医サービスを提供

MHTグループの中核子会社。
産業医サービス及び医療職の
転職サポートサービスも提供

2022年9月に新設。
メンタルクリニック運営支援、

パーソナルジムの運営等

株式会社タスクフォース及び株式会社明照会労働衛生コンサルタント事務所
のM&Aによりグループ経営体制を強化。安定した事業基盤構築を加速

ヘルスケア・メディカル分野向け
デジタルマーケティング事業が祖業。
構築した医師データベースを活用し
グループシナジーの創出を行う他、

クラウドサービス「ELPIS」の開発も手掛ける東証グロース上場
証券コード：9218

M&A

2024年2月MHTグループ入り。

新規設立

100%

M&A
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'11 '12 '13 '14 '15 '16 '17 '18 '19 '20 '21 '22 '23 '24 '25 '26 '27

646 947 1,453 
2,288 2,608 

5,816

10,000 

祖業である学会向けアプリ開発から医師DBを構築し、医師供給を独自に担保。
2016年にMHS/MCS事業をスタート、2022年に東証マザーズ市場へ上場。
上場後2期連続増収増益、営業利益予算を達成、M&Aを2件実行

当社グループの成長の軌跡と今後の見通し

売上高の推移と主な沿革

2011年3月：
㈱Miew（現当社）設立

2011年7月：
医学会向け電子書籍
であるKaLibをリリース

2014年1月：
キズケアネット㈱
（現㈱Avenir）を買収

2016年1月：
メンタルヘルスソリューション
事業を開始

2016年4月：
メディカルキャリア支援
事業を開始

2018年8月：
㈱メンタルヘルス
テクノロジーズへ社名変更

2021年2月：
“産業医クラウド”を商標登録

2022年3月：
東京証券取引所マザーズへ上場

2022年11月：
㈱明照会労働衛生コンサルタント
事務所の株式取得

2024年2月：
㈱タスクフォースの
株式取得

2022年9月：
(株)ヘルスケアDXを設立
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メンタルヘルスソリューション事業はMHT及び子会社3社で構成。
買収したタスクフォースは、メディカルワークシフト事業として展開

事業セグメントについて

メンタルヘルス
ソリューション事業

役務提供サービス (産業医業務等) と
労働者の心身の健康管理に関する
各種クラウド型サービスを
パッケージ化し、「産業医クラウド」
の名称で提供

メディカルワークシフト事業

 役務提供サービス (産業医業務)：
従来産業医が行っていた業務を整理し、産業医のみが実施できる業務とそれ以外に切り分け、効率化。
加えて、当社グループスタッフによる事務手続代行サービス等を提供

 メンタルヘルスケアサービス「ELPISシリーズ」：
クラウドサービスとして、a.専門医等による「カウンセリングサービス」、b.健康経営やストレス
マネジメントを従業員にオンラインで浸透させていく「マネジメントサービス」、c.法令上実行すべ
きストレスチェックや従業員のメンタルヘルスのリスク等を把握する「リスククラウドサービス」等
を「ELPISシリーズ」として提供

医療機関向けの人材サービスを展開

 大規模急性期病院向けの看護補助者領域におけ
る人材サービスのパイオニア

 優れた現場業務改善提案力及びそれを実行可能
にする人材組織力を背景に、大規模病院に対し
て面で人材サービスを提供できるユニークなビ
ジネスモデルを展開

 当社グループではメンタルヘルスソリューショ
ン事業を行っているため、求職医師に対し、医
療機関への転職提案のみならず、短時間勤務も
選択可能な産業医としての働き方も提案可能

 求職者のライフスタイルやライフステージに合
わせた多様なキャリア支援の提供

メディカルキャリア支援事業 デジタルマーケティング事業

主に医師向けの求人求職支援
サービスを展開

医学会向けサービス、Webマーケ
ティング支援サービスを提供
 医学会向けサービス：
株式会社杏林舍と提携した医学会専門電子書籍
「KaLib」及び日本医師会の「日医Lib」のシス
テム保守運用、医学会向けのアプリケーション
の提供、サイト構築

 Webマーケティング支援サービス：
医師DBを活用したマーケティング支援、一般
企業向けのWebマーケティング受託
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企業

2024年12期の売上約9割を月次ストック収益で構成する見込。
取引先は経営健全性が高い法人/業態が多く与信リスクは低い

強固な収益基盤のビジネスモデル

事業セグメントと収益モデル

主
な
顧
客
・
属
性

事
業
セ
グ
メ
ン
ト

MHS事業 MWS事業  MCS事業 DM事業

産業健保 メンタルクリニック
支援

マーケティング
WEB制作/保守

有料職業紹介
サービス医療人材サービス

上場/中小企業/
官公庁等

メンタル
クリニック

大規模急性期
病院等

その他
医療機関全般 上場/中小企業等

医療機関 企業

主
な
収
益

月次ストック収益 フロー収益フロー収益月次ストック収益 月次ストック収益
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経営メンバー

刀禰 真之介
取締役社長 (代表取締役)

• デロイト・トーマツ・コンサルティング (現：アビームコンサルティング)、
UFJつばさ証券 (現：三菱UFJモルガン・スタンレー証券)、エンジェル
ジャパン・アセットマネジメント、環境エネルギー投資を経て、2011年に
Miew (現：当社)を設立し、代表取締役社長就任 (現任)。2014年にMiew
system service (現：Avenir) 代表取締役社長就任 (現任)。
2022年株式会社ヘルスケアDX 代表取締役社長就任 (現任)
株式会社明照会労働衛生コンサルタント事務所 取締役就任 (現任)
2024年 株式会社タスクフォース取締役就任（現任）

• 明治大学政治経済学部卒業。CMA (日本証券アナリスト協会認定アナリスト)
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松本 裕介
取締役ビジネス・インキュベーション部 部長

ファイブドアーズ、オーエムシークリエイティブ、プロトコーポレーション、
ベネッセホールディングス、マッキャンヘルスケアワールドワイドジャパン、
アルク、ワタベウェディングを経て、2019年に当社入社。
2022年 株式会社ヘルスケアDX 取締役就任（現任）

松浦 優
取締役 事業開発・M&A室 室長兼コーポレート本部担当

みずほ銀行、リンカーン・インターナショナル、インターミディエイト・
キャピタル・グループ（ICG）を経て、2022年に当社入社。
2022年 株式会社明照会労働衛生コンサルタント事務所 取締役就任（現任）
2024年 株式会社タスクフォース 代表取締役専務就任（現任）

経営メンバー
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浅川 秀治
社外取締役

日本電信電話、マイクロソフト、エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ、オウケイウェイヴを経て、ティブコパートナー
ソリューションズに入社
(現任）

小原 毅也
社外取締役

日本興業銀行、リーマン・ブラザーズ、ゴールドマン・サック
ス証券、バークレイズ証券、エッジベル・キャピタルを経て、
トポロジを創業し代表取締役に就任(現任）。日本公共収納 代
表取締役(現任）。オリックス投資事業本部 非常勤顧問(現任）
プリマジェスト、エイチ・シー・ネットワークス、Apresia
Systems、インフォマティクス、ディーエイチシーで社外取締
役(現任）

中村 幸雄
常勤監査役

山一證券、エヌ・ティ・ティ移動通信網
(現：NTTドコモ）、興銀証券(現：みずほ
証券）を経て、2018年に当社入社。2019
年より当社及び株式会社Avenir 監査役就
任(現任）。
2022年に子会社の株式会社ヘルスケアDX、
株式会社明照会労働衛生コンサルタント
事務所監査役就任(現任）

高橋 勝
監査役

等松・青木監査法人(現：有限責任監査法人
トーマツ）、有限責任監査法人トーマツ代
表社員を歴任
CENXUS GROUP特別顧問、福井コン
ピュータホールディングス社外取締役、セ
ンクサス監査法人統括代表社員、NISSIN 
FOODS COMPANY LIMITED(HK LISTED 
COMPANY）Independent Non-executive 
Director(現任）

森 理俊
監査役

AZX総合法律事務所、山本・森・松尾法律
事務所等を経て、アクシス国際法律事務
所(現 S&W国際法律事務所）を設立し、
マネージングパートナー就任。AtoJを設立
し代表取締役に就任(現任）。弁護士

経営メンバー
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メンタルヘルス/ヘルスケア分野等で豊富な経験を有するメンバーが参画

鳴川 光平
株式会社タスクフォース 代表取締役社長

大阪市立大学医学部医学科 卒業、JPモルガン、三菱商事、
カーライル・グループ、ベインキャピタル、
2022年 株式会社明照会労働衛生コンサルタント事務所 取締役就任（現任）
2024年 株式会社タスクフォース 代表取締役社長就任（現任）

小倉 行雄
株式会社明照会労働衛生コンサルタント事務所代表取締役

名古屋大学医学部 卒業、安城更生病院 外科、知多市民病院 外科医長、
名古屋大学医学部附属病院 小児外科、メディカルライフ青空クリニック 院長、
医療法人社団 明照会 設立 理事長（現任）
2022年 株式会社明照会労働衛生コンサルタント事務所 代表取締役就任（現任）
2024年 株式会社タスクフォース 取締役就任（現任）

経営メンバー
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2022年3月の株式上場以来、利益ベースでは予算を確実に達成。
2023年12月期はコロナ特需喪失したものの、営業利益率が改善

上場後の2期間、利益計画を達成

2022年12月期
通期実績

2022年12月期
通期業績予想 達成率 2023年12月期

通期実績
2023年12月期
通期業績予想 達成率

売上高 2,288百万円 2,027百万円 112.9% 2,608百万円 2,775百万円 94.0%

営業利益
(利益率%)

369百万円
(16.2%)

347百万円
(17.1%)

106.3% 501百万円
(19.2%)

500百万円
(18.0%)

100.2%

経常利益
(利益率%)

345百万円
(15.1%)

303百万円
(14.9%)

113.9% 495百万円
(19.0%)

472百万円
(17.0%)

104.9%

親会社株主に
帰属する当期
純利益
(利益率%)

265百万円
(11.6%)

256百万円
(12.6%)

103.5% 441百万円
(16.9%)

351百万円
(12.7%)

125.5%
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上場後2期間でVC比率は38.3%から8.4%まで減少。機関投資家等のその他の
保有比率は19.3%。加えて、戦略的パートナーシップを推進し、安定株主施
策を確実に実現

上場後の資本政策による安定株主の獲得

• 将来的な売り圧力となるベンチャーキャピタルの持分が大幅に減少
• 事業提携の推進を通じ第一生命、オムロン、シグマクシス等の

事業会社が当社株主となり安定株主の保有比率が増加
• 積極的IRにより個人投資家の保有比率も増加

2022年2月時点
（上場直前）

2023年12月末時点

1) 2023年12月末時点のその他19.3%は、金融機関、外国人（個人・法人）、証券会社、自己名義株式

VC 当社役員

個人投資家 国内法人 その他1)

38.3%

43.0%

9.3%

9.4% 8.4%

37.0%

26.4%

8.9%

19.3%
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キャッシュアロケーションの大部分を次の成長投資に振り向け、
長期的な株価上昇によるキャピタルゲインによる株主還元を目指す。
配当については連結営業利益10億円を超過した時点で検討

株主還元についての方針

当面配当はせず次の成長に再投資

キャッシュアロケーション 株主還元施策

営業CF等

借入

Cash In

システム投資
人材投資等

M&A /
新規事業他

Cash Out

株価上昇によるキャピタルゲインを優先

• 営業キャッシュフ
ローの最大化及
び、金融機関から
の資金調達による
成長投資を優先

• 短期的には配当予
定なし

• オーガニックの安
定的収益基盤が確
立され、連結営業
利益10億円を超過
したタイミングで
株主還元の方針を
検討

優先

キャピタルゲイン
（株価上昇益）

インカムゲイン
（配当）
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51 44 
58 

92 92 

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

当社が重要視する指標の一つとして、従業員1人あたり売上総利益。
中期的に従業員1人あたり売上総利益3,000万円を目指す

事業拡大にむけた組織力・人員体制の強化①

従業員一人当たり売上総利益の推移1)

期末従業員数（人） 一人当たり売上総利益（千円/人）

1) (連結売上高総利益+社員原価)÷期末従業員数

6,692 

9,992 

12,707 

16,363 17,526 

新型コロナ関連売上
により一時的に利益
が伸長
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フェアな評価により優秀人材の待遇を向上させ、
人材定着と更なるハイスキル人材の採用を強化

事業拡大にむけた組織力・人員体制の強化②

2023年12月期における従業員の給与増額の状況

2023年に昇給した従業員 左記昇給額の平均増加率

給与が増加した
従業員数

給与が増加していない
従業員数

2022年 2023年

+18％

42％
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取得者
時短勤務者

事業拡大にむけた組織力・人員体制の強化②

2023年12月期における従業員の各種比率

グループ全体の女性比率 グループ全体の育休取得率
時短勤務比率

女性
男性

育休取得者 1)

（取得済みも含む）
時短勤務者 1)

女性比率67％と女性が活躍できる環境を意識的に整備。
ワークライフバランスだけではなく、成長機会を提供し、有能な人材が活躍

1) 子どもをもつ女性社員の数の内数

52％
67％

32％
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成長戦略の進捗状況
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成長戦略の進捗状況

成長戦略 施策等 進捗状況

コストリーダーシップ クラウド型メンタルケアサービスの提供でのコスト
抑制により収益力を毀損せず高い価格訴求力を実現 引き続きトータルソリューション戦略（コストリー

ダーシップ及び差別化）により取引先数拡大、ENT
単価向上、低解約率を維持
（P42～P58参照）

差別化

独自評価基準により厳選された良質な産業医により
高品質なサービスを提供
産業医の教育や繋ぎ止めを図る施策により、競争優
位を持続
企業向けの多様なメンタルヘルスケアサービスをク
ラウドで提供

戦略的M＆A 顧客基盤拡大の加速化及び、新しい医療・ヘルスケ
アサービス事業の創出を図る

PE出身者2名が主導し、2024年2月にタスクフォー
ス社を買収。今後も積極的に投資銀行経験者を採用
予定
（MWS事業：P6～8、P18～P19、P82、P85参照）

株主構成の再構築 IPO前より株主となっていた、売却が意識されるVC
株主持分の整理

上場後2期間でVC比率は大幅に減少。MHS事業にお
ける戦略的パートナーシップを推進し、安定株主施
策が進む
（P84、P93参照）

成長戦略の進捗(民間か
ら公共セクターへの拡
大)

「教職員のメンタルヘルスプロジェクト」への参画
神戸市、千葉市、那覇市の教育委員会メンタルヘル
ス対策を受注、今後も水平展開予定
（P94参照）

一貫したサービス提供
体制の構築

メンタルヘルス不調の未然防止、不調の早期発見、
休職者の職場復帰支援、広範な健康増進に至るまで
の一貫したサービス提供体制を構築する

シームレスなバリューチェーンを構築中、クリニッ
ク運営支援の収益化に目途
（P15参照）
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成長投資について

費用対効果を検証し展示会への出展は中止、新型コロナ関連の支払手数料は
発生しない見込、TF社の成長加速化に向けたマーケティング関連投資を予定

広告宣伝費の分解、及び2024年12月期の投資計画 (百万円)

展示会費用

マーケティング費用（タスクフォース社）

定常的なマーケティング費用（既存事業）

協業先への支払手数料等(メディカルキャリア関連)

• 費用対効果を勘案し展示会への出展は取り止める見込み

• 通常のマーケティング費用に加え、成長加速化に向けた
追加投資を予定

• SEOに係る費用やタレント起用に係る費用などを含む、
主に定常的に発生することが見込まれる費用
前年実績より若干の増加を見込む

• メディカルキャリア支援事業にて展開している
新型コロナ関連の手数料（売上の約30%程度）が発生して
いたが、2024年12月期は発生しない見込み。通常の人材紹
介手数料に関連して協業先に支払う手数料のみを見込む

220 

63 36 

124 

98 
115 

48 

42 

19 

23 

411 

184 194 

2022年12月期
(実績)

2023年12月期
(実績)

2024年12月期 
(計画)

追加プロモーション費用
• 一時的なプロモーションは実施しない見込み
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“事業会社株主との緊密な事業連携等を通じたパートナーシップ”の状況

H.U.グループ・オムロン・第一生命保険と戦略的パートナーシップを構築。
相互のプロダクト/サービスの共同での拡販や共同マーケティング等を推進

H.U.ウェルネスの提供する
健診代行サービス等との連携

オムロンが発起人として設立する
健康経営アライアンス等との連携

第一生命保険の提供する
ヘルスケアアプリ等との連携
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2022年8月に発足した「教職員のメンタルヘルスプロジェクト」が2023年7月
神戸市教育委員会から順次始動。民間セクターに次ぐ両輪として教職員向け
の事業展開を推進

神戸市教育委員会 那覇市教育委員会 千葉市教育委員会

成長戦略の進捗 (民間から公共セクターへの拡大)



95Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.

１．2024年12月期 業績予想 P３

２．中期経営計画MHT100/20-25 P１０

３．ビジョン及び当社が認識している社会課題 P２１

４．メンタルヘルスソリューション事業
①市場環境 ②ビジネスモデル P３１

５．メディカルワークシフト事業
①市場環境 ②ビジネスモデル P６２

６．企業情報 P７２

７．成長戦略の進捗状況（MHS事業） P８９

８．事業遂行上の主なリスクと対応方針 P９５

９．APPENDIX P９８

10．免責事項 P１０３

目次



96Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.

事業遂行上の
主なリスクと対応方針

96Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.



97Mental Health Technologies. Co., Ltd. All rights reserved.

事業遂行上の主なリスクと対応方針

事業遂行上の主なリスクとそれに伴う影響

その他のリスクについては、有価証券報告書の「事業等のリスク」をご参照ください

発生可能性 影響度 主なリスクに対する対応方針

事業拡大に伴うシステム及びサービス開発について

システムやサービス開発計画の前倒しや事業拡大により予定外
の開発費用が生じる可能性、また、適切な対応ができない場合
はサービスの稼働やユーザー満足度が低下する可能性がありま
す。また、それらのシステムやサービス開発が想定通りに進捗
しない、期待する成果が得られない、さらには法的もしくは事
業上の新たなリスク要因が発生する可能性があります。

サービスの安定稼働やユーザー満足度向上を図るため、
システムやサービスの保守、開発、コンテンツ及び機能の
拡充を継続的に行っていくことが必要と認識しており、
効果を十分に検証しつつ、計画的に開発を進めるべく、
体制を一層、強化してまいります。

中 大

競合について

当社グループの取り組みが予測通りの成果を上げられない場合
や、より魅力的・画期的なサービスやより競争力のある条件で
サービスを提供する競合他社の出現や、高い資本力や知名度を
有する企業等の参入などにより、競争が激化した場合、
ユーザーの流出や集客コストの増加等が想定されます。

当社グループが展開する3つの事業において、競争環境は
厳しい状況にあると認識しております。今後とも顧客
ニーズへの対応を図り、サービスの充実、向上を進めて
いく方針であります。

中 大

業界の成長性について
業界を取り巻く法規制、競合の状況、景気動向、社会の変化な
ど、様々な要因により、当該市場の成長が鈍化したり、当社
グループの売上が予想通りに拡大しない可能性があります。

今後一層、働く人々の健康管理に関して、良質な対応を
行えるレベルの高い産業医を求める企業が増えていくこと
が予想されます。当社グループは、産業医や保健師等と
連携しながら、受託業務の質的レベルを高め、顧客企業に
満足して頂ける努力を続け、この事業をますます拡大して
所存であります。

低 大

当社グループは、継続的な成長のため、認知度、信頼度を
向上させることにより、より多くのリードを獲得し、また
既存の顧客を維持していくことが必要であると考え、今後
も継続して広告宣伝等を行っていく方針でありますが、
費用対効果を検証しつつ、有効な広告宣伝の方法を継続的
に模索しながら対応してまいります。

継続的な投資について
広告宣伝等が十分な成果が得られない場合やコストの上昇等が
生じた場合、投資が計画通りの収益に結びつかない可能性が
あります。

中 大
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2023年12月期通期連結決算サマリー

2022年12月期
通期実績

2023年12月期
通期実績

2023年12月期
通期業績予想

対前年同期
増減率

通期業績予想
達成率

売上高 2,288百万円 2,608百万円 2,775百万円 +14.0% 94.0%

営業利益
(利益率%)

369百万円
(16.2%)

501百万円
(19.2%)

500百万円
(18.0%)

+35.5% 100.2%

経常利益
(利益率%)

345百万円
(15.1%)

495百万円
(19.0%)

472百万円
(17.0%)

+43.4% 104.9%

親会社株主に帰属
する当期純利益
(利益率%)

265百万円
(11.6%)

441百万円
(16.9%)

351百万円
(12.7%)

+66.5% 125.5%

売上高は2023年12月期通期予想に比して計画通りの94%の達成率、営業利益以下に
ついては予想を上回って着地。各利益率はMHS事業における利益率の高いクラウド
サービスの拡販等が奏功し計画を上回る水準となった
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738 
1,089 

1,519 

2,173 2,307 

120 

247 

698 

370 
400 

88 

116 

70 
64 

68 

947 

1,453 

2,288 
2,608 

2,775 

セグメント別売上高推移

セグメント別連結売上高推移 (百万円)

2020年12月期
(実績)

メディカルキャリア支援事業  (“MCS”事業)

デジタルマーケティング事業 (“DM”事業) 

メンタルヘルスソリューション事業 
(“MHS”事業) 

2022年12月期
(実績)

通期予想
達成率%

94.1%
(全体)

92.5%

94.2%

94.0%

2021年12月期
(実績)

2023年12月期
(予想)

+48%

+43%

2023年12月期
(実績)

+39%

急速な成長に伴う組織の内部要因に加え新型コロナウイルスの感染症法上の位置付け
が変更されるまでMHS事業の営業活動が芳しくなく、MHS事業売上は予想に比して
約130百万円程度下振れ。斯様な環境下でも、MHS事業は前期比+43%と成長を維持

1)MHS事業の前年同期比の推移

1)

1)

1)
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2023年12月期通期連結決算ハイライト

1) 契約社数：四半期毎 (3月/6月/9月/12月) の各末日時点における集計
2) 契約単価：ENT及びSMBの売上高 (スポットで発生した一過性の収益は除く) を契約件数で除して算出。四半期毎 (3月/6月/9月/12月) の各末日時点における集計
3) 企業規模別売上総利益率：売上総利益を売上高で除して算出(3か月ごとの四半期ベースで集計）
4) 解約率：Customer Churn Rate。2023年1-12月の各月の解約率を単純平均して算出

KPI3)

売上高
2023年通期実績(前年同期比増減率)

業績
501百万円 (19.2%)

2,608百万円 (+14.0%)

－

2,173百万円 (+43.0%)

メンタルヘルスソリューション事業全社

SMBENT

営業利益
2023年通期実績(営業利益率)

契約社数1)

2023年通期実績

企業規模別売上総利益率3)

2023年通期実績

月次平均解約率4)

2023年通期実績

NRR
2023年通期実績

125グループ 1,598社

53.3%

761千円

53.4%

48千円

114.9%

0.2%

－

0.4%

契約単価2)

2023年通期実績

MRR
2023年通期実績

91百万円 69百万円
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免責事項

本資料は、情報提供のみを目的とし当社が作成したものであり、記載されたいかなる情報も、当社株式の購入や売却を勧誘す
るものではありません。

本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当社グループが現時点で入手可能な情報を基に
した予想値です。さらに、こうした記述は、将来の結果を保証するものではなく、市場環境や事業の進展などの不確実な要因
の影響を受けます。実際の結果は環境の変化などにより、将来の見通しと大きく異なる可能性があります。

本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用しております。これらの情報の正確性、適切性等について当
社は独自の検証を行っておらず、これに関し何ら表明も保証もいたしません。

「事業計画及び成長可能性に関する事項」は、今後 決算発表の時期を目途として開示を行う予定です。次回の更新は2024年
12月期の決算発表後、2025年2月から3月頃を予定しております。
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